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(57)【要約】
【課題】電解水に含まれるスケールが、気液接触部材に
付着する前に、それを簡単に知ることができる空気除菌
装置を提供する。
【解決手段】塩素イオンを含有する水を電気分解して得
た電解水を滴下または浸透させた気液接触部材に室内の
空気を送り、この電解水に接触させた空気を室内に吹き
出す機構を備え、前記電解水の導電率を検出する導電率
検出手段を備え、前記導電率検出手段が検出した導電率
に基づいて、電解水を電気分解して所要の濃度の電解水
を得るための条件を決定し、この条件に基づいて前記電
解水の電気分解を実行することを特徴とする空気除菌装
置。
【選択図】図７
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
塩素イオンを含有する水を電気分解して得た電解水を滴下または浸透させた気液接触部材
に室内の空気を送り、この電解水に接触させた空気を室内に吹き出す機構を備え、前記電
解水の導電率を検出する導電率検出手段を備え、前記導電率検出手段が検出した導電率に
基づいて、電解水を電気分解して所要の濃度の電解水を得るための条件を決定し、この条
件に基づいて前記電解水の電気分解を実行することを特徴とする空気除菌装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、空中浮遊微生物ウィルス等の除去が可能な空気除菌装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、空中浮遊微生物ウィルス等の除去を目的として、空気中に電解水ミストを拡散
させて、この電解水ミストを空中浮遊微生物に直接接触させ、ウィルス等を不活化する除
菌装置が提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【特許文献１】特開平２００２－１８１３５８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、上記除菌装置では、微粒子状の電解水ミストが到達しやすい使用環境下
、すなわち、比較的小空間では効力を発揮するものの、電解水ミストが到達しにくい使用
環境下、すなわち、大空間、例えば幼稚園や小・中・高等学校や、介護保険施設や、病院
等では効力を発揮しにくいという問題がある。
【０００４】
　これに対し、塩素イオンを含有する水を電気分解して得た電解水を気液接触部材に滴下
または浸透させて、この気液接触部材に室内の空気を送り、この電解水に接触させた空気
を室内に吹き出す機構を備えたものが提案される。
　この場合、電解水中にスケールが発生し、このスケールが気液接触部材に堆積すると、
このスケールの除去が厄介になるという問題がある。
　そこで、本発明の目的は、上述した従来の技術が有する課題を解消し、電解水に含まれ
るスケールが、気液接触部材に付着する前に、それを簡単に知ることができる空気除菌装
置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は、塩素イオンを含有する水を電気分解して得た電解水を滴下または浸透させた
気液接触部材に室内の空気を送り、この電解水に接触させた空気を室内に吹き出す機構を
備え、前記電解水の導電率を検出する導電率検出手段を備え、前記導電率検出手段が検出
した導電率に基づいて、電解水を電気分解して所要の濃度の電解水を得るための条件を決
定し、この条件に基づいて前記電解水の電気分解を実行することを特徴とする。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明では、電解水の汚れを判定して、気液接触部材へのスケール付着を予測する予測
手段を備えたから、電解水に含まれるスケールが、気液接触部材に付着する前に、それを
簡単に知ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
　以下、図面を参照して本発明の実施の形態について説明する。
　図１において、符号１は、床置き式空気除菌装置を示す。この床置き式空気除菌装置１
は、箱形の筐体２を備え、この筐体２は、脚片２Ａと、前パネル２Ｂと、天パネル２Ｃと
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を含み、この天パネル２Ｃの両側には、操作蓋２Ｄ、開閉蓋２Ｅがそれぞれ横並びに配置
されている。この筐体２の下部には、図２に示すように、横長の吸込口３が形成され、こ
の吸込口３の上方にはプレフィルター３Ａが配置されている。このプレフィルター３Ａの
上方には送風ファン７が配置され、この送風ファン７の上方には、保水性の高い気液接触
部材５が、図３に示すように、筋交い状に配置され、この気液接触部材５の上方には、横
長の吹出口４が配置されている。符号８は、送風ファン７の支持板であり、この支持板８
は、筐体２に支持されている。
【０００８】
　この気液接触部材５は、ハニカム構造を持ったフィルタ部材であって、気体接触面積が
広く確保され、電解水滴下が可能で、目詰まりしにくい構造になっている。すなわち、こ
の気液接触部材５は、図４に示すように、波形状に曲げられた素材５Ａと、平板状の素材
５Ｂとを接合し、全体としてハニカム状に形成されている。
【０００９】
　これら素材５Ａ，５Ｂには、後述する電解水に反応性の少ない素材、要するに、電解水
による劣化が少ない素材、例えば、ポリオレフィン系樹脂（ポリエチレン樹脂、ポリプロ
ピレン樹脂等）、ＰＥＴ（ポリエチレン・テレフタレート）樹脂、塩化ビニル樹脂、フッ
素系樹脂（ＰＴＦＥ、ＰＦＡ、ＥＴＦＥ等）またはセラミックス系材料等の素材が使用さ
れ、本構成では、これら素材５Ａ，５Ｂに、ＰＥＴ樹脂が使用されている。また、気液接
触部材５には防かび作用を持つ電解水が滴下されるため、気液接触部材５に防かび対策と
しての防かび剤の塗布が不要になる。
【００１０】
　気液接触部材５の傾斜角θは、３０°以上であることが望ましい。それ以下の場合、滴
下した電解水が、気液接触部材５の傾斜に沿って流れず、下方に落下する。また、傾斜角
θが９０°に近づいた場合、気液接触部材５を通過する送風経路が水平に近くなり、その
分だけ上方への吹き出しが困難になる。この吹き出し方向を水平に近付けた場合、吹き出
し空気を遠くに送風できなくなり、後述するように、大空間の除菌に適した装置とならな
い。傾斜角θは、８０°＞θ＞３０°が好ましく、さらに好ましくは、７５°＞θ＞５５
°で、本構成では約５７°である。
【００１１】
　図５Ａ～図５Ｃは、気液接触部材５に電解水を滴下する電解水供給手段を示す。
　ＰＥＴ樹脂製の気液接触部材５の下方には、水受け皿９（図３参照）が配置され、この
水受け皿９には、給水タンク支持皿１０が連接されている。この給水タンク支持皿１０に
は、当該支持皿１０内に塩素イオンを含む水道水を供給する給水タンク１１と、循環ポン
プ１３とが配置されている。この循環ポンプ１３には電解槽３１が接続され、この電解槽
３１には電解水供給管１７が接続されている。この電解水供給管１７は、外周部に多数の
散水孔（図示せず）を備えて構成され、図５Ｂに示すように、気液接触部材５の上縁部に
形成された散水ボックス５Ｃ中に挿入されている。
【００１２】
　この電解槽３１には、図５Ｃに示すように、電極３２、３３を備え、電極３２、３３は
、通電された場合、電解槽３１に流入した水道水を電気分解して活性酸素種を生成させる
。ここで、活性酸素種とは、通常の酸素よりも高い酸化活性を持つ酸素と、その関連物質
のことであり、スーパーオキシドアニオン、一重項酸素、ヒドロキシルラジカル、或いは
過酸化水素といった、いわゆる狭義の活性酸素に、オゾン、次ハロゲン酸等といった、い
わゆる広義の活性酸素を含めたものとする。電解槽３１は、気液接触部材５に接近して配
置され、水道水を電気分解して生成された活性酸素種を、ただちに気液接触部材５に供給
できるように構成される。
【００１３】
　電極３２，３３は、例えばベースがＴｉ（チタン）で皮膜層がＩｒ（イリジウム）、Ｐ
ｔ（白金）から構成された電極板であり、この電極３２、３３に印加する電流値は、電流
密度で数ｍＡ（ミリアンペア）／ｃｍ2（平方センチメートル）～数十ｍＡ／ｃｍ2として
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、所定の遊離残留塩素濃度（例えば１ｍｇ（ミリグラム）／ｌ（リットル））を発生させ
る。
【００１４】
　上記電極３２，３３により水道水に通電すると、カソード電極では、
　　　　４Ｈ+＋４ｅ-＋（４ＯＨ-）→２Ｈ2＋（４ＯＨ-）
の反応が起こり、アノード電極では、
　　　　２Ｈ2Ｏ→４Ｈ+＋Ｏ2＋４ｅ-

の反応が起こると同時に、
水に含まれる塩素イオン（水道水に予め添加されているもの）が、
　　　　２Ｃｌ-→Ｃｌ2＋２ｅ-

のように反応し、さらにこのＣｌ2は水と反応し、
　　　　Ｃｌ2＋Ｈ2Ｏ→ＨＣｌＯ＋ＨＣｌ
となる。
【００１５】
　この構成では、電極３２，３３に通電することで、殺菌力の大きいＨＣｌＯ（次亜塩素
酸）が発生し、この次亜塩素酸が供給された気液接触部材５に空気を通過させることによ
り、この気液接触部材５で雑菌が繁殖することを防止でき、気液接触部材５を通過する空
気中に浮遊するウィルスを不活化することができる。また、臭気も気液接触部材５を通過
する際に、電解水中の次亜塩素酸と反応し、イオン化して溶解することで、空気中から除
去され、脱臭される。
【００１６】
　つぎに、この実施形態の動作について説明する。
　図１において、操作蓋２Ｄを開くと、図示を省略した操作パネルが内側に設けられてお
り、この操作パネルを操作することで、床置き式空気除菌装置１の運転が開始される。こ
の運転が開始されると、図６を参照して、循環ポンプ１３が駆動され、給水タンク支持皿
１０に溜まった水道水が、電解槽３１に供給される。
　この電解槽３１では、電極３２、３３への通電により、水道水が電気分解されて活性酸
素種を含む電解水が生成される。この電解水は、電解水供給管１７の散水孔（図示せず）
を経て、散水ボックス５Ｃ中に散水され、ここから気液接触部材５の上縁部にしみ込み、
下部に向けて徐々に浸透する。
【００１７】
　余剰となった電解水は、水受け皿９に集められ、隣接する給水タンク支持皿１０に流入
し、そこに貯留される。本構成では、水が循環式となっており、蒸発等により水量が減っ
た場合、給水タンク１１を介して、給水タンク支持皿１０に水道水が適量供給される。こ
の給水タンク１１の水量が減った場合には、開閉蓋２Ｅ（図１参照）を開いて、給水タン
ク１１を取り出して水道水を補給する。
【００１８】
　電解水で浸透した気液接触部材５には、送風ファン７を経て、矢印Ｘで示すように、室
内の空気が供給される。この室内の空気は、気液接触部材５にしみ込んだ活性酸素種に接
触して、再び、室内に吹き出される。この活性酸素種は、室内の空気中に、例えばインフ
ルエンザウィルスが浮遊した場合、その感染に必須の当該ウィルスの表面蛋白（スパイク
）を破壊、消失（除去）する機能を持ち、これを破壊すると、インフルエンザウィルスと
、当該ウィルスが感染するのに必要な受容体（レセプタ）とが結合しなくなり、これによ
って感染が阻止される。実証試験の結果、インフルエンザウィルスが浮遊した空気を、本
構成の気液接触部材５に通した場合、当該ウィルスを９９％以上除去できることが判明し
た。
【００１９】
　つぎに、電解水の汚れを判定して、気液接触部材５へのスケールの付着を予測する予測
手段について説明する。水道水を電気分解して得た電解水中には、水道水中のカルシウム
、マグネシウムなどスケール生成の原因物質が濃縮することで電解水の導電率が高くなる
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。
　この予測手段は、図５Ｃに示す電極３２、３３を用いて、電解槽３１内の電解水の導電
率を検出する。そして、この導電率が所定値を上回った場合には、図１において、操作蓋
２Ｄを開いた後に露出する、図示を省略した操作パネルに付設されたＬＥＤランプ（報知
手段）を点灯させる。
【００２０】
　本実施形態における電解槽３１、循環ポンプ１３及び送風ファン７は、制御部３０（図
５Ａ参照）により制御されている。
　図７は、制御部３０が気液接触部材５へのスケールの付着を予測する予測動作を含むフ
ローチャートである。
　先ず、本装置に電源が接続されると、前回運転停止してからカウントしているタイマカ
ウントＴをリセットすると共に、水交換フラグをｏｆｆ（オフ）にする（ステップＳａ１
）。この水交換フラグは、給水タンク支持皿１０に溜まった電解水あるいは水道水を交換
する受皿水交換モードに移行するか否かの判定に用いられる。
【００２１】
　次に、受皿水交換モードに移行するか否かを判定するために、水交換フラグがｏｆｆで
あるか否かを判定する（ステップＳａ２）。ここで、水交換フラグはｏｆｆでないと判定
すると（ステップＳａ２：ｎｏ）、後述する受皿水交換モードに移行する。
【００２２】
　一方、水交換フラグはｏｆｆであると判定すると（ステップＳａ２：ｙｅｓ）、タイマ
カウントＴのカウントをスタートし（ステップＳａ５）、次に、タイマカウントＴが電解
水の除菌性能が低下したと推定される所定時間ｔを超えているか否かを判定する（ステッ
プＳａ６）。タイマカウントＴが所定時間ｔを超えていると判定すると（ステップＳａ６
：ｙｅｓ）、電解水の除菌を行う内部除菌モードに移行する（ステップＳａ７）。
　ここで、内部除菌モードは、電気分解が停止したままの状態が長く継続した場合に、電
気分解をすることにより、装置内の電解水中の次亜塩素酸が消費されて除菌性能が低下し
、菌等が増殖することによる水質の悪化を防ぐ動作モードである。内部除菌モードでは、
所定時間ｔが経過する毎に装置内の水を電気分解して次亜塩素酸の生成を行う。図８は、
この内部除菌モードの動作を示すフローチャートである。
【００２３】
　先ず、内部除菌モードに移行すると、循環ポンプ１３がｏｎ（オン）に制御されて循環
ポンプ１３の運転が開始し（ステップＳｂ１）、後述する電解運転が開始する（ステップ
Ｓｂ２）。
　そして、電解運転が終了すると、循環ポンプ１３がｏｆｆに制御されて循環ポンプ１３
の運転が終了し（ステップＳｂ３）、タイマカウントＴのカウント値をリセットしてから
（ステップＳｂ４）、内部除菌モードを終了し、図７に示すように、タイマカウントＴを
カウントスタートする（ステップＳａ８）。
【００２４】
　一方、ステップＳａ６において運転停止時間Ｔが所定時間ｔを超えていないと判定する
（ステップＳａ６：ｎｏ）、あるいは、内部除菌モード（ステップＳａ７）が終了してタ
イマカウントＴのカウントがスタートすると（ステップＳａ８）、ユーザが操作パネルの
運転スイッチ（ＳＷ）を操作することによる運転指示を待つ状態になる（ステップＳａ９
）。
　ユーザが運転スイッチを操作することで、床置き式空気除菌装置１の運転が開始すると
（ステップＳａ９：ｙｅｓ）、前回運転が停止してから、あるいは、内部除菌モードが終
了してから、運転が開始されるまでの運転停止時間Ｔの間に残留濃度の低下した次亜塩素
酸を補うと共に、スケール付着を予測する予測動作を含む運転立上モードに移行する（ス
テップＳａ１０）。
【００２５】
　図９は、運転立上モードにおける制御部３０の動作処理を示すフローチャートである。



(6) JP 2011-104407 A 2011.6.2

10

20

30

40

50

　先ず、循環ポンプ１３及び送風ファン７を駆動し、給水タンク支持皿１０に溜まった電
解水あるいは水道水（以下、電解水に統一する）が、電解槽３１に供給される（ステップ
Ｓｃ１）。
　次いで、電解運転に移行し（ステップＳｃ２）、次の処理を行う。
【００２６】
　図１０は、電解運転動作における制御部３０の動作処理を示すフローチャートである。
　電解運転に移行すると、先ず、電解水の導電率を測定する導電率測定モードに移行し、
電極３２、３３（図５）を用いて、電解槽３１内の電解水の導電率を検出する（ステップ
Ｓｄ１）。
【００２７】
　導電率測定モード（ステップＳｄ１）について詳細には、図１１のフローチャートに示
すように、先ず、電解槽３１の電極３２、３３間に交流電圧を印加して、電極３２、３３
間に介在する電解水の交流抵抗値（Ω）を測定する（ステップＳｅ１）。次いで、測定し
た交流抵抗値（Ω）から電解水の導電率を求め（ステップＳｅ２）、導電率測定モードが
終了する。
【００２８】
　本実施形態では、スケールが付着する直前を示す電解水の導電率の値を閾値αとしてお
り、予め実験等により求められている。すなわち、この閾値αを用いて判定することで、
スケールが気液接触部材５に付着する直前の状態か否かを簡単に知ることが出来る。
　導電率測定モードで導電率が検出されると、図１０に示すように、検出した導電率が閾
値αを超えているか否かに応じて電解水の汚れを判定することにより、水交換が不要であ
るか否かを判定する（ステップＳｄ２）。
【００２９】
　そして、上記ステップＳｄ１の導電率測定の結果、導電率が閾値αを超えており、水交
換が必要であると判定したら（ステップＳｄ２：ｎｏ）、このまま電解水が汚れるとスケ
ールが気液接触部材５に付着すると予測される。このため、これを防止すべく、ステップ
Ｓａ２（図７）において、受皿水交換モードに移行するための受皿水交換フラグをｏｎに
する（ステップＳｄ１０）。
【００３０】
　一方、上記ステップＳｄ１の導電率測定の結果、導電率が閾値αを超えておらず、水交
換が不要であると判定したら（ステップＳｄ２：ｙｅｓ）、スケールが気液接触部材５に
付着する段階に到達していないと推定される。
【００３１】
　電解水に含まれる次亜塩素酸を、気液接触部材５を通過する空気中に浮遊するウィルス
を不活化することのできる所定の目標濃度（所要の濃度）にするためには、この目標濃度
となる電解電流と電解時間とを次亜塩素酸の残留濃度及び電解水の導電率から算出し、こ
の算出結果に基づいた電解条件を決定し、この電解条件に基づいて電解水を電気分解しな
ければならない。このとき、電解時間は、前回の電解停止（ステップＳａ７あるいはステ
ップＳａ１３）からの停止時間（タイマカウントＴ）と、測定した導電率から予め実験等
により求められたデータとに基づいて算出される（ステップＳｄ３）。
　ここで、前回床置き式空気除菌装置１の運転を停止してからの次亜塩素酸の残留濃度が
高いと、運転再開時に過剰な次亜塩素酸を生成させてしまうことが考えられる。次亜塩素
酸は、時間の経過と共に残留濃度が低下するため、運転停止時間（タイマカウントＴ）が
短いと残留濃度が高く、運転停止時間（タイマカウントＴ）が長いと残留濃度が低い。こ
のため、運転停止してからの運転停止時間（タイマカウントＴ）から電解水の次亜塩素酸
の残留濃度（活性酸素種濃度）を推定することができる。そこで、運転立上モードにおい
ては、タイマカウントＴと導電率に応じた電解電流と電解時間とを算出し、次亜塩素酸の
生成が過剰とならない電解を行う。
【００３２】
　ステップＳｄ３で算出した電解電流と電解時間とに基づいて電解条件を設定すると、設
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定された電解条件に従って電極への通電が開始し、電極３２、３３間に設定した電解条件
に基づいた電流が流れ（ステップＳｄ４）、電流に応じた次亜塩素酸が生成される。
　電気分解は、実際の電気分解による通電量が、ステップＳｄ３で設定された通電量（電
解電流×電解時間）Ａに到達するまで継続することで、必要な濃度の次亜塩素酸を生成す
る（ステップＳｄ７）。一方、ステップＳｄ７で、実際の電気分解による通電量が算出通
電量Ａに達したと判定されると、電極３２、３３間への通電を停止し（ステップＳｄ８）
、タイマカウントＴをリセット（ステップＳｄ９）して電解運転を終了する。
【００３３】
　水道水は、カルシウムやマグネシウム等を含んでおり、電気分解を行うと電極上（カソ
ード）にこれらの成分がスケールとして堆積し、電気伝導性が低下するため、継続的な電
気分解が困難となる。
　この場合、電極の極性を反転（電極のプラスとマイナスとを切り替える）させることが
効果的である。カソード電極をアノード電極として電気分解することで、カソード電極上
に堆積したスケールを取り除くことができる。この切り替えの制御は、タイマにて電気分
解の通電時間を積算しておくことで定期的に切り替えることができる。
【００３４】
　本実施形態では、この切り替え制御を、電極３２、３３へ通電中（ステップＳｄ４～ス
テップＳｄ７）に行っており、積算した通電時間が設定した電解条件に基づく通電時間を
経過したか否かにより、通電極性切替が不要であるか否かを判定している（ステップＳｄ
５）。このとき、通電極性切替が必要であると判定すると（ステップＳｄ５：ｎｏ）、通
電切替を行い（ステップＳｄ６）、ステップＳｄ７で、実際の電気分解による通電量が算
出通電量Ａに達したと判定されるまで、電極３２、３３に通電を行う。
　電解運転が終了すると運転立上モードが終了し（図９）、図７のフローチャートに示す
ように、床置き式空気除菌装置１が定常運転しているときに、スケール付着を予測する予
測動作を含む定常運転モードに移行する（ステップＳａ１１）。
【００３５】
　図１２は、定常運転モードにおける制御部３０の動作処理を示すフローチャートである
。
　定常運転モードに移行すると、先ず、循環ポンプ１３及び送風ファン７を駆動し、給水
タンク支持皿１０に溜まった電解水が、電解槽３１に供給される（ステップＳｆ１）。
　次いで、電解水の汚れを判定して、気液接触部材５へのスケール付着を予測するために
電解運転（図１０）に移行し、上述した電解運転処理を行う。ここで、運転立上モードに
おける電解運転処理では、ステップＳｄ３（図１０）で通電量を算出するときに、タイマ
カウントＴの値と導電率とに基づいて電解条件を算出しているが、定常運転モードは床置
き式空気除菌装置１の運転しながら、減少した次亜塩素酸を補充する運転モードであるた
め、定常運転モードでは導電率のみに基づいて電解条件を算出している。
【００３６】
　定常運転モードは、運転スイッチ（ＳＷ）の操作による運転停止指示が行われるまで（
ステップＳａ１２）繰り返し行われる。
　このとき、ユーザが運転スイッチを操作することで、床置き式空気除菌装置１の運転が
停止すると（ステップＳａ１２：ｙｅｓ）、循環ポンプ１３及び送風ファン７の駆動を停
止すると共にタイマカウントＴをリセットする（ステップＳａ１３）。
　そして、水交換フラグがｏｆｆであるか否かの判定に戻り（ステップＳａ２）、ステッ
プＳａ２からの処理を再度実行する。ここで、ステップＳｄ１０（図１０）で受皿水交換
フラグがｏｎにされたことにより、ステップＳａ２で水交換フラグはｏｎであると判定さ
れると（ステップＳａ２：ｎｏ）、受皿水交換モードに移行する（ステップＳａ３）。
【００３７】
　この受皿水交換モードは、ユーザに、給水タンク支持皿１０に溜まった電解水の交換を
報知（警報）すべく、水が汚れている（あるいは、水の交換を促す）旨の表示を、操作パ
ネルに付設されたＬＥＤランプ（報知手段）を点灯させて行う。そして、電解水の交換を
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報知すると、電解槽３１、送風ファン７及び循環ポンプ１３の運転を停止させる（ステッ
プＳａ４）。
　このとき、ユーザが、例えば、給水タンク支持皿１０を引き出して、そこに溜まった電
解水を捨てて新たなものに交換し、操作パネルを操作して床置き式空気除菌装置１の運転
を開始させると、上記ステップＳａ１からの処理を開始する。そして、電解水を交換した
直後は、電解水が汚れていないため、上記ステップＳｄ２（図１０）の水交換判定では、
測定した導電率が閾値αを超えていないため、水交換が不要であると判定される（ステッ
プＳｄ２：Ｙｅｓ）。
【００３８】
　以上説明したように、本実施の形態によれば、電解水の汚れを判定して、気液接触部材
５へのスケール付着を予測するようにしたため、電解水に含まれるスケールが、気液接触
部材５に付着する前に、それを簡単に知ることができ、気液接触部材５へのスケール付着
を未然に防ぐことができる。
【００３９】
　以上、一実施形態に基づいて本発明を説明したが、本発明は、これに限定されるもので
はない。例えば、活性酸素種としてオゾン（Ｏ3）や過酸化水素（Ｈ2Ｏ2）を発生させる
構成としても良い。この場合、電極として白金タンタル電極を用いると、イオン種が希薄
な水から、電気分解により高効率に安定して活性酸素種を生成できる。
　このとき、アノード電極では、
　　　　２Ｈ2Ｏ→４Ｈ+＋Ｏ2＋４ｅ-

の反応と同時に、
　　　　３Ｈ2Ｏ→Ｏ3＋６Ｈ+＋６ｅ-

　　　　２Ｈ2Ｏ→Ｏ3＋４Ｈ+＋４ｅ-

の反応が起こりオゾン（Ｏ3）が生成される。またカソード電極では、
　　　　４Ｈ+＋４ｅ-＋（４ＯＨ-）→２Ｈ2＋（４ＯＨ-）
　　　　Ｏ2

-＋ｅ-＋２Ｈ+→Ｈ2Ｏ2

のように、電極反応によりＯ2
-が生成したＯ2

-と溶液中のＨ+とが結合して、過酸化水素
（Ｈ2Ｏ2）が生成される。
【００４０】
　この構成では、電極に通電することにより、殺菌力の大きいオゾン（Ｏ3）や過酸化水
素（Ｈ2Ｏ2）が発生し、これらオゾン（Ｏ3）や過酸化水素（Ｈ2Ｏ2）を含んだ電解水を
作ることができる。この電解水中におけるオゾンもしくは過酸化水素の濃度を、対象ウィ
ルス等を不活化させる濃度に調整し、この濃度の電解水が供給された気液接触部材５に空
気を通過させることにより、空気中に浮遊する対象ウィルス等を不活化することができる
。また、臭気も気液接触部材５を通過する際に、電解水中のオゾンまたは過酸化水素と反
応し、イオン化して溶解することで、空気中から除去され、脱臭される。
【００４１】
　上記実施形態では、電極の極性を反転させるのに、タイマを利用して定期的に反転させ
ているが、これに限らず、運転起動の運転起動の度に反転させる等、不定期的に反転させ
てもよい。また、電解抵抗の上昇（電解電流の低下、あるいは電解電圧の上昇）を検出し
、この結果に基づいて、極性を反転させてもよい。
【００４２】
　上記実施形態では、電解槽３１の電極３２、３３が電気分解していないときに、この電
極３２、３３を用いて電解槽３１内の電解水の導電率を検出しているが、これに限らず、
電解槽３１の電極３２、３３以外に新たに電極を設けて、電解水の導電率を検出してもよ
い。この場合、新たに設けられる電極は、給水タンク支持皿１０内に設けられるのが望ま
しい。
【００４３】
　上記実施形態では、電解水の導電率を検出することによって、電解水の汚れを判定して
いるが、これに限らず、電解水の汚れを判定できれば、光センサーによって電解水の透過
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【００４４】
　上記実施形態では、水の交換時期を、操作パネルに付設されたＬＥＤランプ（報知手段
）を点灯させて行っているが、これに限らず、その他のランプや、メロディ等の音を放音
することによって行ってもよい。
【００４５】
　上記実施形態では、出し入れ自在な給水タンク１１による給水方式としたが、この給水
タンク１１の代わりに、例えば水道管を接続して、市水を直接導く水配管給水方式として
もよいことは云うまでもない。
【００４６】
　上記実施形態では、気液接触部材５への電解水滴下手段を説明したが、これに限定され
ず、気液接触部材５に電解水を浸透させてもよい。この場合、図示は省略したが例えば水
受け皿９に電解水を滞留させ、ここに気液接触部材５の下縁部を水没し、いわゆる毛細管
現象によって電解水を吸い上げる構成としてもよい。
【００４７】
　上記実施形態では、運転スイッチがｏｆｆの状態で受皿水交換モードに移行しているが
、これに限らず、例えば、運転スイッチがｏｎの状態でも床置き式空気除菌装置１の運転
を一時的に停止し、受皿水交換モードに移行してもよい。
【図面の簡単な説明】
【００４８】
【図１】本発明の一実施形態を示す斜視図である。
【図２】内部構成を示す斜視図である。
【図３】筐体の縦断面図である。
【図４】気液接触部材の正面図である。
【図５】気液接触部材に電解水を滴下する手段を示す系統図であり、Ａは側面図、Ｂは散
水ボックスの断面図、Ｃは電解槽の構成図である。
【図６】空気浄化の説明図である。
【図７】スケールの付着を予測する予測動作処理を示すフローチャートである。
【図８】内部除菌モードにおける動作処理を示すフローチャートである。
【図９】運転立上モードにおける動作処理を示すフローチャートである。
【図１０】電解運転処理を示すフローチャートである。
【図１１】導電率測定モードにおける測定動作処理を示すフローチャートである。
【図１２】定常運転モードにおける動作処理を示すフローチャートである。
【符号の説明】
【００４９】
　５　気液接触部材
　１　床置き式空気除菌装置（空気除菌装置）
　３２、３３　電極



(10) JP 2011-104407 A 2011.6.2

【図１】



(11) JP 2011-104407 A 2011.6.2

【図２】



(12) JP 2011-104407 A 2011.6.2

【図３】



(13) JP 2011-104407 A 2011.6.2

【図４】



(14) JP 2011-104407 A 2011.6.2

【図５】



(15) JP 2011-104407 A 2011.6.2

【図６】



(16) JP 2011-104407 A 2011.6.2

【図７】



(17) JP 2011-104407 A 2011.6.2

【図８】

【図９】



(18) JP 2011-104407 A 2011.6.2

【図１０】



(19) JP 2011-104407 A 2011.6.2

【図１１】

【図１２】



(20) JP 2011-104407 A 2011.6.2

10

フロントページの続き

(72)発明者  大橋　栄二
            大阪府守口市京阪本通２丁目５番５号　三洋電機株式会社内
(72)発明者  山本　哲也
            大阪府守口市京阪本通２丁目５番５号　三洋電機株式会社内
(72)発明者  樂間　毅
            大阪府守口市京阪本通２丁目５番５号　三洋電機株式会社内
(72)発明者  鈴木　大輔
            大阪府守口市京阪本通２丁目５番５号　三洋電機株式会社内
(72)発明者  茂木　聖行
            大阪府守口市京阪本通２丁目５番５号　三洋電機株式会社内
(72)発明者  黒河　圭子
            大阪府守口市京阪本通２丁目５番５号　三洋電機株式会社内
Ｆターム(参考) 4C080 AA07  BB05  HH03  HH09  KK08  LL10  MM01  MM08  MM09  MM40 
　　　　 　　        NN22  NN26  NN27  QQ17 
　　　　 　　  4D061 DA03  DB07  DB09  EA02  EB05  EB37  EB39  GA06  GC11  GC12 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

